































































ある 8分割ラテンハイパーキュウブ法と 2点推定法を検討して本建屋の場合に これらの方法が工学的
に利用できることを確かめている。また建屋の動的終局耐力を静的終局耐力から評価するための割憎係
数が米国で慣用的に用いられているNewmarkの等価エネルギ-f:tljから計算した値より小さくなることを
示し，建屋の動的終局耐力をNewmarkの等価エネルギ-flJから評価することの問題点を指摘している。
さらに，原子炉建屋に設けられている円増鉄骨フレームの動的終局耐力を累積塑性エネルギーの概念を
利用して具体的に定める五法を示している。またこの方法によって本鉄骨フレームは現行の建築基準法
で定めた一般建築物の靭性を有していることや上下地震動を考慮して設計しなければならないスパン長さ
の範囲を明らかにしている。
最後に，上述の鉄骨フレームの動的終局耐力の評価方法を，多層の鉄骨フレームに適用し，それらの終
局耐力を求めている。ここでは多層の場合ある層に塑性化が集中し，現行の建築基準法で判断している
ほど靭性が無い場合のあることを指摘しているc また兵庫県'南.部地震やその他の代表的な地震の観測波
を入力とした応答解析を行い，従来の評価指標として用いられている地震波の最大加速度と弾性応答加速
度スベクトルでは不十分で，構造物の塑性変形量や塑性ヱネルギー量の概念、を導入した指標が必要である
ことを指摘している。
以上のように，本論文は，原子炉建屋全体の終局耐力を評価する方法ならびにその評価法を5層から
10層の中層建築物である鉄骨フレームに適用したもので，静的及び動的終局耐力の確定論的評価とともに，
雄率論的評価を行ったもので、ある。これらの研究成果は建築耐震工学はもちろん建築構造学の発展に寄
与するところが大きい。したがって本論文の著者は博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認
める。
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